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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期
第３四半期
連結累計期間

第60期
第３四半期
連結累計期間

第59期

会計期間
自2019年１月１日
至2019年９月30日

自2020年１月１日
至2020年９月30日

自2019年１月１日
至2019年12月31日

売上高 （千円） 8,286,329 6,657,757 10,385,590

経常利益 （千円） 800,852 667,000 828,563

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 18,212 428,370 526,533

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 134,728 334,400 399,784

純資産額 （千円） 11,613,507 11,522,580 11,515,706

総資産額 （千円） 15,957,687 15,568,191 15,463,834

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 3.09 75.86 89.72

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 72.8 74.0 74.5

 

回次
第59期
第３四半期
連結会計期間

第60期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2019年７月１日
至2019年９月30日

自2020年７月１日
至2020年９月30日

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
（円） △47.52 2.47

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　　　４．当第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益の算定において、「役員向け株式交付信託」の信託財

産として日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式を自己株式として処理

していることから、期中平均株式数は当該株式を控除対象の自己株式に含めて算出しております。なお、日

本トラスティ・サービス信託銀行株式会社は、2020年７月27日付でJTCホールディングス株式会社及び資産

管理サービス信託銀行株式会社と合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、FENWAL CONTROLS OF JAPAN(H.K.),LIMITED(日本芬翁(香港)有限公司)は、前連結会計年度において「PWBA部

門」の受注活動を停止し、第１四半期連結会計期間より、海外販売体制構築のための市場調査を行っております。

　このため在外連結子会社の費用を第１四半期連結会計期間より、調整額として全社費用に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウィルス感染症の拡大により経済活動の停滞が長期化した場合には、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があり、今後の推移について注視してまいります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

　①経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウィルス感染症の世界的拡大の影響により景気

が急速に悪化いたしました。５月の緊急事態宣言解除に伴い、経済活動が徐々に再開され、一部で持ち直しの動

きがみられるものの、依然として先の見通せない状況が続いております。

　このような事業環境の下、当社グループにおきましては、積極的な人材投資、新規事業創出等を柱とする新中期

経営計画をスタートさせましたが、年初来の新型コロナウィルス感染症の影響により投資活動を自粛してまいりま

した。しかしながら、当第３四半期連結会計期間に入り、政府主導の感染症対策も徐々に浸透してきたことから、

一部の投資活動を再開いたしました。

　当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、当四半期に完成予定だった大型工事案件が第２四半期連結累

計期間に完成したこと、建設業界において感染症対策による一部工事の進捗遅延や外注管理費が増加したこと及び

事務機器業界等において徐々に新型コロナウィルス感染症の影響が出始めたこと等により業績の進捗に減速感がみ

られたものの、第３四半期連結累計期間においては、依然として電力等基幹産業向け設備や半導体市場の好況を背

景に計画を上回って推移いたしました。しかしながら、前年同四半期比においては、2019年９月における海外子会

社受注活動停止の影響により、大幅な減少となっております。

　以上の結果、受注高は6,711百万円(前年同四半期比25.9％減)、売上高は6,657百万円(前年同四半期比19.7％減)

となりました。

　利益面につきましても、売上高の減少により営業利益は606百万円(前年同四半期比17.9%減)、経常利益は667百

万円(前年同四半期比16.7%減)、親会社株主に帰属する四半期純利益は、428百万円(前年同四半期は18百万円)とな

りました。

　なお、新型コロナウィルス感染症拡大による当第３四半期連結累計期間における業績への影響は軽微でありま

す。

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

 

SSP（Safety Security Protection）部門

　当該部門におきましては、新型コロナウィルス感染症により、一部の工事案件に多少の遅れが生じ始めている

ものの、特定顧客向け工場設備への特殊消火設備や電力基幹産業向けの警報・消火設備は引き続き堅調に推移し

ております。一方で施工関係における人材不足等により、外注費をはじめとする施工コストの増加に伴う利益率

低下を懸念しております。また、第２四半期連結累計期間まで好調だった産業用の小型感知器は、受注が一服

し、前年並みの売上高に落ち着く見込みであります。

　以上の結果、受注高は3,897百万円(前年同四半期比7.6%減)、売上高は3,870百万円(前年同四半期比10.4%増)と

なりました。

　今後の見通しにつきましては、新型コロナウィルス感染症の影響も軽微であることから、堅調に推移する見込

みであります。なお、利益率につきましては、受注時における収益性の精査及び人材の確保等により改善を図っ

てまいります。

　海外における販売体制の構築については、渡航制限等により計画通り活動することが困難な状況ではあります

が、引き続き制限解除後も見据えた活動を推進してまいります。

　開発の状況につきましては、自動火災報知設備向けのアナログ式感知器のラインアップ増強に取り組んでお

り、評価試験まで進めております。また、海外向け火災感知器につきましては、工場への生産移管が完了し、生

産準備に入っております。
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サーマル部門

　当該部門におきましては、次世代通信規格やIoT、AI(人工知能)等に加え、コロナ禍におけるテレワークやオン

ライン授業等の増加に伴う情報通信技術への投資需要を背景に堅調に推移いたしました。

　以上の結果、受注高は1,102百万円(前年同四半期比31.1%増)、売上高は1,048百万円(前年同四半期比33.1%増)

となりました。

　今後の見通しにつきましては、長期化する新型コロナウィルス感染症の影響及び米中貿易摩擦の激化による先

行きの不透明感はあるものの、投資拡大で成長が見込まれる半導体市場に牽引され、引き続き堅調に推移するも

のと予想しております。

　開発の状況につきましては、半導体製造装置用熱板の新機能を含む機能向上及び温度センサーの改良に向けた

開発を継続しております。

 

メディカル部門

　当該部門におきましては、主力である海外市場向け人工腎臓透析装置及び当該関連製品の出荷が、企業間競争

の激化及び客先における在庫調整等の影響により減少傾向が続くなど、厳しい状況にあります。また、国内市場

向けの人工腎臓透析装置関連製品につきましても、企業間競争の激化等により減少傾向にあります。

　以上の結果、受注高は898百万円(前年同四半期比5.4%減)、売上高は874百万円(前年同四半期比8.4%減)となり

ました。

　今後の見通しにつきましては、海外市場向け人工腎臓透析装置は、為替の影響を受けつつも、出荷台数は前連

結会計年度比で横ばい又はやや増加するものと予想しております。今後も客先販売力強化のため、更なる原価低

減活動を推進するほか、人工腎臓透析装置以外の新製品の開発・販売等に注力してまいります。

　開発の状況につきましては、熱制御技術を生かした新たな医療機器の開発、次期透析装置に搭載される機能ユ

ニット及び制御ソフトウェアの開発を継続しております。なお、次期透析装置に搭載される機能ユニット及び制

御ソフトウェアは、国内向けの評価試験と並行しつつ、海外向けの開発も進めております。

 

PWBA（Printed Wiring Board Assembly）部門

　当該部門におきましては、産業機器、医療機器市場向け製品は好調に推移いたしましたが、事務機器市場向け

製品は、新型コロナウィルス感染症拡大の影響によるオフィス閉鎖等の影響及び前連結会計年度における海外子

会社の受注活動停止に伴い、連結ベースでの受注高及び売上高は大幅に減少いたしました。

　以上の結果、受注高は812百万円(前年同四半期比73.4％減)、売上高は864百万円(前年同四半期比71.6%減)とな

りました。

　今後の見通しにつきましては、新型コロナウィルス感染症の影響が懸念されますが、事務機器市場では、客先

における後継機種への切り替え需要のほか、ユニット製品の需要獲得に向けた受注活動、産業機器市場では、新

規営業展開も含めた高付加価値製品の受注活動に注力してまいります。
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　②財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は15,568百万円となり、前連結会計年度末15,463百万円に比べ104百万

円(0.7%)増加しております。主な増加要因は売上債権の回収等による「現金及び預金」656百万円(12.3%)、工事

売上増加による「完成工事未収入金」236百万円(23.1%)、輸入品の増加等による「原材料」137百万円(13.6%)で

あり、主な減少要因は売上債権の回収等による「電子記録債権」443百万円(33.4%)、「受取手形及び売掛金」425

百万円(32.0%)であります。

　負債合計は4,045百万円となり、前連結会計年度末3,948百万円に比べ97百万円(2.5%)増加しております。主な

増加要因は「短期借入金」450百万円(300.0%)、「賞与引当金」125百万円(－%)であり、主な減少要因は「1年内

償還予定の社債」300百万円(90.4%)、法人税等の支払いによる「未払法人税等」182百万円(76.8%)であります。

　純資産合計は11,522百万円となり、前連結会計年度末11,515百万円に比べ6百万円(0.1%)増加しております。主

な増加要因は親会社株主に帰属する四半期純利益428百万円であり、主な減少要因は配当金の支払327百万円及び

「為替換算調整勘定」67百万円(40.8%)によるものであります。

 

（２）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

（４）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、218百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間における主な研究開発活動の状況の変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,713,000

計 20,713,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2020年９月30日）

提出日現在発行数（株）
(2020年11月２日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,893,000 5,893,000
東京証券取引所

市場第二部
単元株式数100株

計 5,893,000 5,893,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2020年７月１日～

2020年９月30日
－ 5,893,000 － 996,600 － 1,460,517

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本フェンオール株式会社(E02020)

四半期報告書

 6/18



（６）【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2020年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 181,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,709,900 57,099

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元未満株式 普通株式 1,500 － －

発行済株式総数  5,893,000 － －

総株主の議決権  － 57,099 －

（注）１．「単元未満株式」の「株式数 (株)」の欄には、当社所有の自己株式99株が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」には、「役員向け株式交付信託」の信託財産として日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式64,300株（議決権の数643個）が含まれております。なお、当

該議決権の数643個は、議決権不行使となっております。また、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

は、2020年７月27日付でJTCホールディングス株式会社及び資産管理サービス信託銀行株式会社と合併し、商号

を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。

 

 

②【自己株式等】

    2020年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

日本フェンオール株式会社
東京都千代田区飯田橋

一丁目５番10号
181,600 － 181,600 3.08

合計 － 181,600 － 181,600 3.08

（注）「役員向け株式交付信託」の信託財産として日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当

社株式64,300株は、上記の自己株式等に含まれておりません。なお、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

は、2020年７月27日付でJTCホールディングス株式会社及び資産管理サービス信託銀行株式会社と合併し、商号を

株式会社日本カストディ銀行に変更しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年１月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2019年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,341,457 5,998,184

受取手形及び売掛金 ※１ 1,330,868 905,443

電子記録債権 ※１ 1,328,076 884,439

完成工事未収入金 1,021,578 1,257,722

有価証券 500,000 500,000

製品 109,558 96,839

仕掛品 161,533 250,238

原材料 1,007,676 1,145,078

未成工事支出金 872,081 806,345

その他 71,792 56,899

貸倒引当金 △3,899 △3,899

流動資産合計 11,740,722 11,897,293

固定資産   

有形固定資産 1,188,048 1,190,638

無形固定資産 133,293 122,955

投資その他の資産   

投資有価証券 2,262,332 2,198,360

その他 475,507 495,012

貸倒引当金 △336,069 △336,069

投資その他の資産合計 2,401,769 2,357,303

固定資産合計 3,723,112 3,670,898

資産合計 15,463,834 15,568,191

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※１ 1,159,995 1,095,678

工事未払金 482,619 606,514

短期借入金 150,000 600,000

1年内償還予定の社債 332,000 32,000

1年内返済予定の長期借入金 100,000 50,000

未払法人税等 237,143 54,975

賞与引当金 － 125,969

役員賞与引当金 － 14,850

その他 814,742 988,650

流動負債合計 3,276,500 3,568,637

固定負債   

社債 68,000 36,000

長期借入金 50,000 －

役員退職慰労引当金 26,285 －

役員株式給付引当金 － 3,699

退職給付に係る負債 324,662 283,693

資産除去債務 25,435 23,852

その他 177,243 129,727

固定負債合計 671,627 476,973

負債合計 3,948,128 4,045,611
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2019年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 996,600 996,600

資本剰余金 1,460,517 1,460,517

利益剰余金 8,639,777 8,719,683

自己株式 △363,251 △342,313

株主資本合計 10,733,643 10,834,487

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 670,921 628,565

為替換算調整勘定 164,833 97,569

退職給付に係る調整累計額 △53,692 △38,042

その他の包括利益累計額合計 782,063 688,092

純資産合計 11,515,706 11,522,580

負債純資産合計 15,463,834 15,568,191
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 8,286,329 6,657,757

売上原価 6,174,439 4,654,571

売上総利益 2,111,890 2,003,186

販売費及び一般管理費 1,372,489 1,396,490

営業利益 739,400 606,695

営業外収益   

受取利息 18,074 12,036

受取配当金 27,550 20,858

受取保険金 1,965 19,200

為替差益 8,459 －

その他 13,153 12,521

営業外収益合計 69,202 64,616

営業外費用   

支払利息 5,347 2,652

社債発行費 1,409 －

為替差損 － 544

その他 992 1,114

営業外費用合計 7,750 4,311

経常利益 800,852 667,000

特別利益   

投資有価証券売却益 42,854 －

特別利益合計 42,854 －

特別損失   

事業整理損 ※１ 626,265 －

和解金 － ※２ 66,580

特別損失合計 626,265 66,580

税金等調整前四半期純利益 217,441 600,419

法人税、住民税及び事業税 226,004 242,686

法人税等調整額 △26,775 △70,637

法人税等合計 199,228 172,048

四半期純利益 18,212 428,370

親会社株主に帰属する四半期純利益 18,212 428,370
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年９月30日)

四半期純利益 18,212 428,370

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 156,485 △42,355

為替換算調整勘定 △66,864 △67,264

退職給付に係る調整額 26,895 15,650

その他の包括利益合計 116,515 △93,970

四半期包括利益 134,728 334,400

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 134,728 334,400
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【注記事項】

（追加情報）

（役員退職慰労金制度の廃止）

　当社は、2020年２月10日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、2020年３月

27日開催の第59回定時株主総会において、退職慰労金の打ち切り支給を決議いたしました。

　これにより、「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、「役員退職慰労引当金」に計上しておりました打ち切

り支給に伴う未払額20,923千円は、「長期未払金」として固定負債の「その他」に含めて表示しております。

 

（役員向け株式交付信託）

　当社は、第２四半期連結会計期間より、当社取締役（社外取締役を除きます。以下も同様です。）を対象とす

る株式報酬制度「役員向け株式交付信託」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。

（１）取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」といいます。）が当社株式を取得

し、当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付さ

れる、という株式報酬制度です。

　また、本制度においては、対象期間の間に在任する当社の取締役に対して当社株式が交付されます。なお、取

締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。

　本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。

（２）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当第３四半期連結会計期間末の当該自己株式の帳簿価額は74,009千円、株式数は

64,300株であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権

　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日又は決済日をもっ

て決済処理をしております。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の前連結会計年

度末日満期手形及び電子記録債権が前連結会計年度末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2019年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2020年９月30日）

受取手形

電子記録債権

27,232千円

3,316千円

－千円

－千円

支払手形 59,700千円 －千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 事業整理損

　連結子会社である日本芬翁(香港)有限公司の受注活動停止を決定したことに伴う損失であり、その内訳は、債

権の回収不能見込額に対する貸倒引当金繰入額、たな卸資産の評価損及び固定資産の減損損失等であります。

 

※２ 和解金

　当社は、連結子会社であるFENWAL CONTROLS OF JAPAN(H.K.),LIMITED(日本芬翁(香港)有限公司)の受注活動停

止により生じた操業停止等対応費用として特定顧客から請求を受けており、協議を行ってまいりました。交渉の

長期化が当社の事業に与える影響等を総合的に勘案した結果、早期に友好的に解決することが両当事者の総合的

利益に適うと判断し、和解金を支払いました。これに伴い、当第３四半期連結累計期間において66,580千円を特

別損失として計上しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

ります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2019年１月１日
至 2019年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2020年１月１日
至 2020年９月30日）

減価償却費 145,812千円 149,229千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年９月30日）

 配当金支払額

 
（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年３月28日

定時株主総会
普通株式 341,774 58 2018年12月31日 2019年３月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年９月30日）

 配当金支払額

 
（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年３月27日

定時株主総会
普通株式 327,526 58 2019年12月31日 2020年３月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２
 ＳＳＰ部門

サーマル
部門

メディカル
部門

ＰＷＢＡ
部門

計

売上高        

外部顧客への

売上高 3,504,881 787,707 954,028 3,039,711 8,286,329 － 8,286,329

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － － － －

計 3,504,881 787,707 954,028 3,039,711 8,286,329 － 8,286,329

セグメント利益 838,149 97,219 23,129 159,727 1,118,225 △378,825 739,400

　　　　（注）１　セグメント利益の調整額△378,825千円は、全社費用であり、報告セグメントに帰属しない管理部門

に係る費用であります。

　　　　　　　２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２
 ＳＳＰ部門

サーマル
部門

メディカル
部門

ＰＷＢＡ
部門

計

売上高        

外部顧客への

売上高 3,870,653 1,048,659 874,083 864,361 6,657,757 － 6,657,757

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － － － －

計 3,870,653 1,048,659 874,083 864,361 6,657,757 － 6,657,757

セグメント利益 704,956 203,566 4,984 135,811 1,049,319 △442,623 606,695

　　　　（注）１　セグメント利益の調整額△442,623千円は、全社費用であり、報告セグメントに帰属しない管理部門

に係る費用であります。

　　　　　　　２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年９月30日）

１株当たり四半期純利益 ３円09銭 75円86銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
18,212 428,370

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
18,212 428,370

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,892 5,647

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益の算定において、「役員向け株式交付信託」の信託財産

として日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式を自己株式として処理している

ことから、期中平均株式数は当該株式を控除対象の自己株式に含めて算出しております。なお、当第３四半期連結

累計期間において、当該信託口が保有する当社株式の期中平均株式数は30千株であります。また、日本トラス

ティ・サービス信託銀行株式会社は、2020年７月27日付でJTCホールディングス株式会社及び資産管理サービス信

託銀行株式会社と合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本フェンオール株式会社(E02020)

四半期報告書

16/18



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年10月29日

日本フェンオール株式会社

取締役会　御中

 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　藤　　禎　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 宮之原　大輔　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本フェンオー

ル株式会社の2020年１月１日から2020年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2020年７月１日から

2020年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年１月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本フェンオール株式会社及び連結子会社の2020年９月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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